
informationお知らせ

　四万十町教育委員会は、教育長と４人の教育委員で組織しています。
　今回、新たに任命された委員を含め全委員をご紹介します教育委員の紹介

　四万十町教育委員会の教育長と教育委員１名の任期満了にともない、５月11日に開催された町議会臨時会で同意を
得て、山脇光章氏が教育長に、また、横山順一氏が教育委員に任命されました。
　山脇光章氏の任期は令和２年５月12日から令和５年５月11日までの３年間、横山順一氏の任期は令和２年５月13日か
ら令和６年５月１２日までの４年間です。
　なお、退任された川上哲男前教育長には６年間にわたり教育行政にご尽力いただきました。

　このたび、教育長を拝命いたしました山脇光章です。
　あらためて、その重責に身が引き締まる思いですが、四万十町の教育行政
の充実と発展のため、微力ではありますが精一杯努めてまいります。
　これまで教育委員会では「たくましく人間性豊かな人づくり」を基本理念
として、学校教育の充実や生涯学習の推進など、幼児から高齢者までのさ
まざまな活動の場づくりを推進してきました。
　今日、社会情勢や教育を取り巻く環境の変化も激しい時代ではあります
が、子どもたちの可能性を伸ばし、次代の人材として活躍できる教育環境と
文化的で豊かなまちづくりの推進のため全力で取り組んでまいりますので、
皆さまのご支援ご協力をよろしくお願いします。

第２回 町議会臨時会で教育長が選任されました

山脇 光章 教育長
（香月が丘）

石﨑 豊史
（弘見）

任期：令和３年５月11日

佐々倉 愛
（小野）

任期：令和４年５月12日

坂本 維子
（藤ノ川）

任期：令和５年５月11日

横山 順一
（大正）

任期：令和６年5月12日

新

　新教育長のあいさつ

４月　学校給食食材の放射能測定

窪川学校給食センター

大正学校給食センター

十和学校給食センター

検査期間

4月8日～14日

4月8日～14日

4月8日～14日

セシウム134

不検出

不検出

不検出

セシウム137

不検出

不検出

不検出

ヨウ素131

不検出

不検出

不検出

実施日：令和２年5月8日
検査機関：株式会社 日本食品エコロジー研究所
食品分析センター
※不検出とは測定下限値未満（<1.0Bq/kg）であることを示
　しています。検査に使用する食材は、約1週間分の原材料
　（調味料を除く）です。一定量を混合試料にして検査します。

中小・小規模事業者、個人事業主の皆さまへ
新型コロナウイルス感染症に伴う支援制度のお知らせ

5月15日現在 ※この一覧は一部を取りまとめたものです。
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【国】
雇用調整助成金

【国】
実質無利子・無担保融資
（新型コロナウイルス感染症特別貸付）

休業手当100％で雇用維持（都道府県
からの休業要請を受けて）の場合、
最大10割助成
※上限日額8,330円

お近くの都道府県労働局または
ハローワークまで
コールセンター:0120-60-3999
（毎日 9:00 ～ 21:00）

３年間無利子 最長５年間元本据置
日本政策金融金庫などに加え、５月
より地銀信金 信組などでも利用可

四万十町商工会：☎22-0465
日本公庫:0120-154-505（平日）
商工中金:0120-542-711
民間金融:☎0570-783-183
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融 資
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高知県経営支援課（金融担当）

☎088 - 823 - 9695

取引先の金融機関

四万十町商工会

☎22- 0465

【県】
高知県新型コロナウイ
ルス感染症対策融資

① 新型コロナウイルス感染症に起因して、
最近１月間の売上高等が減少している方

② 今後売上高等の減少が見込まれる方
※上限:１億円

【国】
セーフティーネット

保証

【４号】100％保証
（売上 前年比20％減～）

【５号】80％保証
（売上 前年比５％減～）

【国】
持続化補助金

（コロナ特別対応型）

新型コロナウイルス感染拡大の影響を乗り越えるた
め、サプライチェーンの毀損への対応、非対面型ビ
ジネスモデルへの転換、テレワーク環境の整備のい
ずれか１つ以上の前向きな投資を行い販路開拓など
に取り組む事業者への支援
補助上限：100万円 補助率：2/3、3/4

要件等拡充予定

猶 予
減 免

猶 予
減 免
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【国】
家賃支援 新規創設予定

【町】
四万十町経営持続化

支援補助金

新型コロナウイルス感染症の影響により、連
続した３か月の売上（対象期間:令和２年３
月～令和３年２月）が前年同月比で20％～
50％（未満）減少している方（国の持続化
給付金に該当しない方）※支給限度額: 75万円

にぎわい創出課

☎22- 3281

☎22- 3281
にぎわい創出課【町】

四万十町家賃負担
軽減補助金

新型コロナウイルス感染症の影響により、連
続した３か月の売上（対象期間:令和２年３
月～令和３年２月）が 前年同月比で10％以
上減少している方（国の家賃支援措置（予
定）に該当しない方）※支給限度額: 18万円

【国】
国税・地方税・社会
保険料の納付猶予

売上が一定程度減少の場合、１年間
無担保かつ延滞税なしで猶予

国税⇒国税局猶予相談センターまで
地方税⇒各地方団体の窓口まで

社会保険料⇒管轄の年金事務所

各都道府県労働局

【国】
固定資産税・
都市計画税の減免

売上が一定程度減少の場合、来年度
は２分の１またはゼロに減免

相談ダイヤル

☎0570- 077- 322
（平日 9:30 ～17:00）

助 成 【国】
小学校休業等対応助成金

小学校の休業などで労働者が有給休暇
取得の場合に、賃金相当額を助成
※上限日額8,330円

厚生労働省コールセンター

0120-60-3999
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経済産業省
※電子申請

【国】
持続化給付金

新型コロナウイルス感染症の影響により、売
上が前年同月比で50％以上減少している方
【 法 人 】最大 200万円
【 個人事業主 】最大 100万円
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給 付
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補 助
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